
 

西脇市公共施設等総合管理計画の概要 

～安 全 で安 心 な市 民 サー ビ ス を 、次 の世 代 へ～
 

  
 

 

-西脇市の保有する公共施設- 

市では、市民サービスの向上等のため、これまでに様々な公共施設を整備してきました。 

 

 

 

 

 

  

 

 

市の公共施設の面積は（延べ床総面積）

251,115 ㎡です。内訳は右記グラフのとお

り学校教育系施設が最も多く、公営住宅、

産業系施設、医療施設と続きます。 

 

これらのほか、市庁舎、消防施設等の行政

系施設、さらには道路や水道などのインフラ

施設もあります。 
 

※集計対象は延床面積90 ㎡以上の公共施設 

 

市庁舎（昭和43年２月完成） 

 

文化・社会教育施設 

スポーツ施設 

学校教育・子育て支援施設

￥￥施設 

総合市民センター、天神池スポーツ 

センター、体育館など 

公営住宅 

 北はりま農産物直売所、勤労福祉

センター、職業訓練センターなど 

小学校、中学校、幼稚園、 

放課後児童クラブなど 

総合福祉センター、健康づくりセンター、 

しばざくら荘、西脇病院など 

茜が丘複合施設 Miraie、市民

会館、生涯学習まちづくりセンター

（マナビータ）、コミセンなど 

 

保健・福祉・医療施設 

茜が丘複合施設Miraie（平成 27年 10 月完成） 

 

産業系施設 

殿ヶ丘団地、上野団地、大野団

地、日野ヶ丘、黒田団地など 



 -西脇市の公共施設等に関する課題- 

西脇市の公共施設等は、以下の課題を抱えており、何も対策を講じなければ、安全で安心な市民サ

ービスを提供していくことが将来的に困難となるため、課題克服に向けた検討が必要です。 

 

 

・半数以上の公共施設が築 30年以上であり、施設の老朽化への対策が急務になっています。 

・今後も全ての施設を保有し続けると、現状の投資的経費の 2.5 倍の費用がかかる試算です。 

・公共施設だけでなく、さらに道路や橋りょうなどのインフラの更新費用も必要になります。 

 

  

 

・2045 年には市の人口が約３万１千人に減少（約 25.9％、約１万１千人減少）するとともに

若年人口（15 歳未満）は約３千人に減少（約 43.8％、約 2.6 万人減少）するなど人口構

成が大きく変化していきます。 

・過去に整備してきた公共施設の総量と設置目的が、現在や将来の西脇市にとって最適なものにな

っているか等の検討が必要です。 

 

 

 
・人口減少に伴う歳入の減少や扶助費の増加などが見込まれ、今後、公共施設等の更新に充てる

ことのできる財源の確保がさらに難しくなります。 

・安全で安心な市民サービスを持続させるためには、財政的な観点から公共施設等の見直しが必要

です。 

課題２：人口減少、少子高齢化のさらなる進行 

課題１：公共施設等の老朽化 

課題３：財源の確保 



 

-公共施設等がもたらす将来の財政負担- 

現在の公共施設（ハコモノ施設）をこのまま保有し続けると、将来、大規模改修や建替えなど、多額の更新投資が必要になることが見込まれ、大きな財

政負担が生じることが想定されます。 

そこで、現状の公共施設を全て保有し続けた場合の更新費用について、一定の単価など定められた仮定（総務省試算ソフト）に基づいて試算を行ったと

ころ、今後 40 年間で総額 1,019.6 億円、年平均 25.5 億円（現状で公共施設に充てている投資費用の約 10 億円 の 2.5 倍の水準）の費用が必

要になるという試算結果になりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所：総務省による公共施設等更新費用試算ソフトを用いて作成）  

直近５ヵ年の公共施設に係る投資的経費（既存施設の更新・新規整備）平均 約 10 億円 

40 年間の更新費用総額 1019.6 億円  1 年間あたり更新費用 25.5 億円 

 ⇒これまで更新等の整備に充てていた費用の 2.5 倍以上が必要 

 

このままだと、こ 

れまで以上に、 

費用がかかって 

しまうのね… 



-将来の世代に、過大な負担を残さないために- 

公共施設等の更新費用への対策を考えるために、前述の公共施設のほか、道路等のインフラの更新費用を織り込み、また、高齢者の増加等に伴う扶助

費増加など歳出構造の変化を踏まえた上で、現状の歳入の水準を維持できた場合に、どの程度の財源が不足するかを試算（シミュレーション）しました。 

試算結果によると、既存の公共施設等をそのまま全て更新した場合には、今後 30 年間で、年平均約 20 億円の財源が不足することが見込まれることが

分かりました。 

市では、将来の世代に過大な負担を残さず、持続可能な市民サービスを提供していくため、将来的な財源不足を解消を見込んだ公共施設適正化の取

組水準として、公共施設（ハコモノ施設）を今後 30 年間で、総延べ床面積のうち約４割を縮減（うち、約 2 割は既存計画等で既に縮減の見込）する

ことを目標とし、施設の複合化・統廃合等の検討を進めるとともに、インフラ施設の長寿命化などを進め、公共施設等の適正化を図っていくこととしました。 

 
 

 

公共施設や道路等のインフラを、現在のまま維持すると、将来の長期間にわたっ

て、財源不足が見込まれます（年平均：約20億円）。 

 

⇒公共施設の縮減や道路等の長寿命化を推進し、将来の財源不足を解消し、 

 将来世代の負担軽減を図ります。 

 

将来の世代のために、今から

公共施設適正化の取組を進

めていくことが重要だね。 

【現状の公共施設をそのまま保有し続ける場合の試算シミュレーション】 



-今後の取組方針- 

将来にわたって安全で安心な市民サービスを提供する公共施設等を持続していくために次の３つの大

方針とマネジメント基本方針を掲げて各種施策を推進していきます。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大方針２：公共施設の新設・更新には、最も効率的・効果的な手法を検討 

大方針１：市民に真に必要とされる機能を維持しつつ、総量（面積）を縮減 

大方針３：保有すべき公共施設は、計画的な維持管理や耐震化を検討 

⇒施設の集約化を進め、コストの低減を図り、必要な市民サービスを維持 

 

⇒限りある財源を真に必要とされる機能に重点化し、必要な市民サービスを維持 

⇒計画的な維持管理、耐震化を実施し、施設の安全性を高め、必要な市民サービスを維持 

 



-着実な計画実行に向けて- 

公共施設等総合管理計画で定めた今後の取組を着実に実行していくために PDCA サイクル（P：

計画 → D：計画の実行 →C：進捗管理 → A：マネジメントの改善）に基づいたマネジメントを

行います。 

 

 

・施設の更新・整備については、総合的な検討を行い、効果的・効率的な公共施設マネジメントを行

います。 

・施設の統廃合や更新・整備を行う場合には、今後策定を進めるアクションプランに基づいて行います。 

 

  

 

・公会計の体制整備と合わせて、施設の利用者数や稼働率など施設の評価に必要な情報を収集で

きる体制の整備を進めます。また、マネジメントの継続的な改善を図ります。 

 

 

 

・総合管理計画の計画期間は 30 年ですが、10 年ごとに進捗状況を総合的に評価・検証し、計画

を更新します（アクションプランは５年ごとに策定し、適宜更新）。 

 

 

 

 

・公共施設等の在り方の見直しは、西脇市の将来のために重要なものであるため、公共施設の適正

化に当たっては、市民や議会などと情報を共有しながら進めていきます。 

・そのため、公共施設等総合管理の主旨や今後の取組について、市広報誌やホームページでの情報

提供だけでなく、市民説明会や市議会での定期的な報告等を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画＼年度 平成28～32年度平成33～37年度平成38～42年度平成43～47年度平成48～52年度平成53～57年度

公共施設等

総合管理

計画

アクションプラ

ン

基本計画

第２期 第３期第１期

検証 検証

検証 検証 検証 検証 検証

検証

検証

西脇市 都市経営部 新庁舎建設準備室  
 電話：0795-22-3111(代) ファックス：0795-22-1014  

 メール：chousha@city.nishiwaki.lg.jp 

      ※公共施設マネジメントの取組の詳細については、市ホームページ等をご覧ください。 

マネジメントの改善と公会計など体制面の整備を進めます。 

各施設の将来的な在り方について、アクションプランの策定を進めます。 

公共施設等総合管理計画の更新・見直しを行います。 

情報共有を進め、市民とともに、取組を推進します。 


